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１．背景と目的 

  2023 年の年頭記者会見において, 岸田文雄首相が掲げた「異次元の少子化対策」が大きな

議論を巻き起こしている. 岸田首相は, 「異次元の少子化対策」の基本的な方向性として, ①児

童手当を中心とした経済的支援の強化, ②学童や病児を含めた幼児・保育支援の強化, ③育児

休業の強化などの働き方改革, の 3 つを柱としている. その中で, 中核となるのは, 児童手当の

支給額拡大であり, 支給対象年齢の拡大, さらには, 所得制限を見直す議論も出ている. 

内閣府「平成30年版少子化社会対策白書」によれば, わが国において, 夫婦の理想的な子ど

もの数は 1987 年から減少傾向にあり, 実際に持つ子どもの数も過去最低となっているが, 理想

的な子どもの数を持たない理由としては, 「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が最も多い. 

それを踏まえると, 上記のような経済的支援の強化は, 妥当性が高い政策であると言える. しかし

ながら, 政策の実現にあたっては, 数兆円規模の新規財源が必要であり, 既存の予算内で捻出

することは不可能である. また, 安定財源の確保を目指す観点から, 新規国債の発行はせず, 

増税によって賄う可能性が高いと見られている. しかしながら, 増税によって財源を確保する場合, 

国民の生活にかえって負担を与えてしまう結果となることが懸念される. 

以上の問題意識を踏まえ, 本稿では, 出生率を内生化した世代重複モデルを用いて, 各個

人が労働の可処分所得を自身の消費, 貯蓄, および子どもの育児・教育費に配分し, 政府が消

費税および所得税を財源として, 子育ておよび保育支援を行うようなモデルを設定する. その上

で, 増税による子育て支援の拡充が出生率と人的資本蓄積, ひいては一国全体の経済成長に

及ぼす影響について考察する. 

 

２．分析方法 

各個人の経済活動について, 3 期間の世代重複モデル(Overlapping-Generations Model)を

用いて捉えつつ, 子育て支援について, 政府の予算制約式から考察する. 

これまでの研究との位置付けとして, 教育費負担に関しては Cardak(2004), 児童手当お 

よび政府の予算制約については, Groezen, Leers and Mejidam(2003)を拡張・修正する. 

Cardak(2004)では, 各個人の生涯効用は, 壮年期における自身の消費と次世代への教育支

出によって決まるとし, 教育を通じての人的資本蓄積が考慮されている. しかしながら, 

出生率が内生化されておらず, 児童手当も組み込まれていない. 一方, Groezen, Leers and 

Mejidam(2003)では, 出生率が内生化され, 児童手当および賦課方式年金を組み込んでい
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る. また, 児童手当および公的年金の財源について, 税収とするケース, パレート最適を

目的として, 海外からの借り入れとするケース, それぞれが家計に及ぼす影響について検

討している. しかしながら, 教育支出および人的資本蓄積については考慮されておらず, 

税金も定額税が想定されている. 

それに対し, 本稿では, 教育支出について, 人口動態を考慮したモデルを設定すること

によって, 児童手当と教育支出を同時に組み込み, 消費税および所得税を財源とする子育

て支援について, 政府の予算制約式によって具体化する. その上で, 増税による子育て支

援の拡充が出生率と人的資本蓄積, ひいてはマクロ経済成長に及ぼす影響について考察する. 

 

３．結果 

本稿で得られた主要な結論は, 以下の通りである. 

(A) 増税による子育て支援の拡充は, 出生率を改善させるどころか, かえって悪化させて

しまう恐れがある. 

(B) 増税による子育て支援の拡充は, 教育支出を減少させ, 人的資本蓄積にとってマイナ

スに働く. 

(C) 増税による子育て支援の拡充は, 一国全体の経済成長にとってプラスに働く保証はな

く, 寧ろマイナスに働く可能性がある. 

 

４．考察 

出生率の低下は, 日本経済の潜在力の低下と連動しており, それを踏まえると, 「異次元の少

子化対策」は, 単に出生率を向上させるだけでなく, 成長戦略として位置付けるべきであるとの声

もある. また, 新型コロナウイルス感染拡大への対応もあり, 現在のわが国における国債の発行

残高は約1,000兆円, 地方債も含めると, 約1,200兆円にも上ることから, 安易な国債発行は避け

るべきであろう. しかしながら, わが国における出生率の低下は, 育児・教育費負担が主な要因

であることから, 子育て支援政策にあたり, 増税による財源確保は, 出生率と経済成長の両面に

おいて, 大きなリスクを孕んでいることが示唆された. 
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